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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業大

臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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1 日本産業規格（案）       JIS 

 Z 2263-1：2027 
 

金属材料の変動振幅疲労試験方法 
－第 1 部：一般原則，試験方法及び報告要件 

Variable amplitude fatigue testing of metallic materials 
－Part 1:General principles, test method and reporting requirements 

 
序文 

この規格は，2013 年に第 1 版として発行された ISO 12110-1 を基とし，技術的内容を変更して作成した

日本産業規格である。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。

技術的差異の一覧表にその説明を付けて，附属書 JA に示す。 

1 適用範囲 

この規格は，連続したサイクルにおいて，サイクルごとに振幅が変化する負荷を受ける試験片の疲労試

験に関する一般原則について規定する。 

連続したサイクルは，負荷履歴と呼ばれ（3.7 参照），通常，実際の実働負荷に供する部材又は構造物に

対して実施された負荷の測定によって得られる。 

実働負荷の記録に関する詳細な説明は，各試験機関又は産業部門に関連するものであり，この規格は適

用しない。 

JIS Z 2263 規格群の二つの規格の目的は，疲労データの典型的なばらつきを考慮し，比較のために矛盾

のない結果を出すために，要求事項を規定し，変動振幅疲労試験の実施方法に関する指針を示すことであ

る。この整合性を達成することによって，様々な情報源から得たモデルと実験データとを，設計者が比較

可能であることが望ましい。 

この規格は，主に負荷履歴及び制御信号の生成に関係しているため，試験力制御試験だけでなく，ひず

み制御試験及び疲労き裂伝ぱ試験にも適用することが期待される。これは理論的には正しいが，試験力制

御モード以外の負荷モードにこの規格を適用する場合には，注意が必要なことがある。 

この規格は，試験力制御モード下における変動振幅負荷に関するものであり，この規格を発行した時点

において全世界において実施されている変動振幅疲労試験の大多数に相当している。 

この規格は，多くの場合単軸負荷に対応する単一アクチュエータ負荷様式に適用する。 

この規格において言及している変動振幅負荷の時系列は決定論的である。この規格が，ランダム負荷で
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はなく変動振幅負荷を扱っているのはそのためである。 

次の問題は，この規格の適用範囲内ではないため，取り扱わない。 

— 単一過大負荷又は過小負荷を伴う一定振幅試験 

— 大型部材又は構造物に対する試験 

— 繰返し速度及び波形効果をもたらす温度及び／又は時間の相互作用に関連した腐食，クリープなど

の環境効果 

— 多軸負荷 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

ISO 12110-1:2013，Metallic materials – Fatigue testing – Variable amplitude fatigue testing - Part 1: 
General principles, test method and reporting requirements（MOD）なお，対応の程度を表す記号“MOD”

は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“修正している”ことを示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 7744，疲労試験機のアライメント検証方法 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 23788, Metallic materials— Verification of the alignment of 
fatigue testing machines 

JIS Z 2262, 金属材料の疲労き裂進展試験方法 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 12108, Metallic materials—Fatigue testing— Fatigue crack 
growth method 

JIS Z 2279 金属材料のひずみ制御疲労試験方法 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 12106, Metallic materials—Fatigue testing —Axial-strain-
controlled method 

JIS Z 2289 金属材料の軸力制御疲労試験方法 

注記 対応国際規格における引用規格：ISO 1099, Metallic materials—Fatigue testing—Axial force-
controlled method 

ISO 12107, Metallic materials—Fatigue testing—Statistical planning and analysis of data 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS Z 2262，J1S Z 2279，JIS Z 2289 及び ISO 
12107 による。 

3.1 

累積頻度図（cumulative frequency diagram） 

試験開始時以後の各サイクルの累積発生回数を示すヒストグラム 

注釈 1 累積頻度図は，累積スペクトル又は累積分布とも呼ばれる。 
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3.2 

サイクル（cycle） 

一定振幅の疲労負荷において周期的に繰り返される，試験力と時間との関係，応力と時間との関係，ひ

ずみと時間との関係，又は被試験物に負荷する他の信号の最小区分 

注釈 1 変動振幅負荷では，サイクルの定義は用いるサイクル計数法によって異なる。 

3.3 

サイクル計数法（cycle counting method） 

所定の長さの負荷履歴中の，負荷の頻度（サイクル数）を計数する方法 

3.4 

負荷（loading） 

試験片に加える試験力，ひずみその他の制御変数を変化させることを意味する総称 

注釈 1 この規格は，主として試験力制御モードに言及している。 

3.5 

負荷分布（loading distribution） 

負荷サイクル範囲の単純分布又は累積分布 

注釈 1 負荷分布は，真の実働負荷の記録を統計的に処理した結果であるか，又は産業部門（例えば，自

動車，航空宇宙など）に特有の典型的な分布である。負荷分布は，試験力又は応力制御モードだ

けでなく，ひずみ制御モードその他の負荷モードにも同様に適用する。 

注釈 2 負荷分布は，しばしば“負荷スペクトル”と呼ばれる。しかしながら，このスペクトルという言

葉は，周波数領域における負荷を意味するため，負荷分布を負荷スペクトルと呼ぶことは避けな

ければならない。 

3.6 

負荷ヒストグラム（loading histogram） 

負荷サイクル範囲の単純又は累積ヒストグラム 

注釈 1 負荷ヒストグラムは，真の実働負荷の記録を統計的に処理した結果であるか，又は産業部門（例

えば，自動車，航空宇宙など）に特有の典型的な分布である。負荷ヒストグラムは，試験力又は

応力制御モードと同様に，ひずみ制御モードその他の負荷モードにも同様に適用する。 

注釈 2 負荷ヒストグラムは，しばしば“負荷スペクトル”と呼ばれる。しかしながら，このスペクトル

という言葉は，周波数領域における負荷を意味するため，負荷ヒストグラムを負荷スペクトルと

呼ぶことは避けなければならない。 

3.7 

負荷履歴（loading time history） 
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振幅があるサイクルから次のサイクルへと変化する負荷サイクルの配列 

注釈 1 負荷履歴は，真の実働負荷の記録であるか，又はある産業部門（例えば，自動車，航空宇宙など）

に特有の典型的な配列である。負荷履歴は，試験力又は応力制御モードだけでなく，ひずみ制御

モードその他の負荷モードにも同様に適用する。 

注釈 2 試験力制御モードでは，“試験力履歴”という用語を用いることが望ましかったが，これは変動

振幅疲労の分野では一般的ではない。“負荷履歴”は，試験力を含む制御変数が何であれ，常に

用いる。 

3.8 

負荷パワースペクトル，エネルギー密度スペクトル（loading power spectrum，energy density spectrum） 

周波数領域におけるランダム負荷履歴のスペクトル  

注釈 1 パワースペクトルは，負荷信号と時間信号との関係のフーリエ積分である。 

3.9 

除去（omission） 

無損傷サイクル又は振幅が除去レベル未満のサイクルの除去 

3.10 

除去レベル（omission level） 

無損傷サイクルを除去するためのカットオフレベル 

3.11 

極大（peak） 

負荷履歴において，一次導関数が正から負の符号に変化する時点 

注釈 1 一定振幅負荷において，極大負荷は最大負荷である。変動振幅負荷の場合，極大負荷は負荷履歴

の局所最大負荷に対応する。 

3.12 

極小（valley） 

負荷履歴において，一次導関数が負の符号から正の符号に変化する部分 

注釈 1 一定振幅負荷において，極小負荷は最小負荷である。変動振幅負荷の場合，極小負荷は負荷履歴

の局所最小負荷に対応する。 

3.13 

ランダム抽出 （random draw） 

異なった範囲及び平均値をもつ半サイクルの配列 

3.14 
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変動振幅負荷（variable amplitude loading） 

極大負荷又は極小負荷の一方又は両方の全てが等しくない負荷モード 

注釈 1 “不規則負荷”ともいう。 

注釈 2 変動振幅負荷の代わりに“スペクトル負荷”という用語が誤って用いられている。スペクトルは

周波数領域における負荷の記載であって，負荷履歴の関数ではないため，“スペクトル負荷”と

いう用語は避けることが望ましい。 

4 試験原理  

4.1 制御信号の生成 

実際の負荷履歴から任意のサイクル数又は破損までのサイクルを導き出すこと，及び疲労試験機を直接

効果的に制御することは非常に困難であるため，多くの場合，実際の負荷履歴を単純化することなく試験

片に直接適用することは不可能である。 

さらに，試験片に適用する実際の負荷履歴記録は，その数にかかわらず，負荷信号の徹底的な統計的評

価によってだけ導き出されることが可能である真の負荷を代表するものではない。これらの統計的特性は，

非常に多くの真の負荷を測定することによって決定される。 

したがって，実際の負荷履歴を単純化する必要がある。この単純化は，通常，2 種類のモデル化した負

荷制御信号によって行われる。これらの 2 種類のモデル化した制御信号は，多段ブロックプログラム負荷

又は遷移行列からランダム抽出した信号の再構成によって得ることが可能である。 

試験機及び関連する電子機器によって実施することが可能であれば，簡略化していない実際の負荷履歴

を試験片に適用することが可能である。 

実際の負荷信号の解析はサイクル計数と呼ばれる方法を用いて行われる。 

サイクル計数によって得たデータは，多段ブロックプログラミング用の累積頻度図又はランダム抽出用

の遷移行列を構築するために用いる。 

多段ブロックプログラム負荷の主な利点は，一定の振幅をもつ段の，異なった振幅のシリーズによって，

制御信号が構成されることである。したがって，コンピュータによって高度なデジタル制御信号を生成す

る必要はない。 

注記 1  遷移行列からランダム抽出によって再構築した制御信号がどのように複雑であっても，同じ実

際の負荷から導かれた多段ブロックプログラム負荷よりも，実際の負荷をより代表するもので

あることに変わりはない。さらに，ランダム抽出による制御信号の生成は，デジタル電子機器及

びコンピュータの目覚ましい進歩によって，ここ数十年でますます容易になっている。 

次の理由によって，信号のフィルタリングが必要な場合がある。 

a)  稼働中に負荷した部材の直接測定によって得ることが可能である実際の負荷信号は，しばしば電気的ノ

イズ又は疲労過程に起因しないその他の望ましくない振動によって乱されている。サイクル計数法を実

際の負荷信号に適用する前に，それらの妨害振動を除去しなければならない。 

b) 多段ブロックプログラム又はランダム抽出によって得た無損傷サイクル（最小サイクル）は一般的に最
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も多いサイクルであるため（8.3 参照），結果が迅速に必要な場合には，試験時間を大幅に短縮するため

に，制御信号から“除去”してもよい。 

しかし，フィルタリングは，最も適切なフィルタリングパラメータを選択することによって，細心の注

意を払って実行しなければならない。フィルタリングが不十分であると，著しく有害な疲労サイクルを無

視する場合がある。 

平均応力，残留応力効果，単一の非常に高い振幅の過負荷などを考慮する場合にも注意が必要である。 

注記 2 負荷履歴が高い単一の応力振幅を示す場合，これらの高い単一の応力振幅は，それによって発生

する有益な残留応力によって，実際には疲労寿命が増加する可能性がある。 

4.2 試験方法の概要 

変動振幅疲労試験は，累積頻度図（多段ブロックプログラム負荷）又はランダム抽出によって得た制御

信号を用いて試験片に負荷することによって実施される。 

試験片の応答は，ロードセル，試験力変換器，又は伸び計によってモニターされる。これらの出力デー

タは，閉ループ制御に用いる。 

注記 1 変動振幅疲労試験は，通常油圧サーボ試験機を用いて実施されるが，閉ループ制御試験の場合は

別の種類のアクチュエータを用いることも可能である。 

試験片が分離破断するか，又は別の基準に達することによって破損した場合に，試験結果を報告する。

試験結果には，破損までの繰返し数又は配列数，き裂伝ぱ速度の測定値その他の試験片損傷過程データを

含めてもよい。 

試験の原理を示すフローチャートを，図 1 にまとめた。試験の主なステップに関する詳細については，

後続の箇条に示す。 
  



7 
Z 2263-1：2027  

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

破線枠：オプションのステップ 

図 1－変動振幅負荷データの収集及びそのデータを変動振幅疲労試験の入力データ 
へ変換するためのフローチャート 

5 実際の負荷履歴 

5.1 一般 

部材又は構造物の実際の負荷履歴は，次に示す二つの情報源から入手する。 

a) 稼働中の部材又は構造物の負荷の直接測定 第一の情報源は，稼働中の部材又は構造物に対する負荷の

直接測定である。このような直接測定を行うために，部材又は構造物をひずみゲージその他の検出装置

を用いて計装化し，デジタルデータ収集システムによって測定値の記録及び保存を行う。 

注記 自動車のホイール，サスペンションシステム，鉄道台車，タービンブレード，航空機の主翼桁な

どは，疲労負荷を受ける典型的な部材である。 
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b) 特定の産業部門に典型的な標準化された負荷履歴 標準化された負荷履歴の重要性は，一般的に，関連

する産業部門に携わる多くの人々に認識されている。 

本来の負荷履歴は，多くの場合，同一長さ（時間又は繰返し数）の負荷配列を繰り返すことによって構

成される。ある配列から次の配列へは，ごく僅かな変化しか観察されない場合がある。 

実働中の部材の負荷を直接測定して求めた実際の負荷履歴の場合，電気的又は機械的ノイズを除去する

ためにフィルタリングすることが必要な場合がある。ただし，フィルタリングのパラメータは，重大な疲

労損傷サイクルを除去しないように注意して設定しなければならない。 

平均応力修正フィルタを適用することも可能である（8.3.2 参照）。 

5.2 データのフィルタリング 

5.2.1 一般 

効率的なデータのフィルタリングによって，変動振幅疲労制御信号の生成に用いるデータ量を大幅に削

減できる場合がある。 

しかし，フィルタリングには一般的に，設定しなければならない負荷又は負荷振幅の限界値又は閾値が

含まれる。 

限界値又は閾値は，調査対象の疲労過程に関する利用可能な知識及び経験を考慮して選択しなければな

らない。特に，関係する試験片又は部材の疲労損傷過程において主要な役割を果たす真の損傷サイクルを

無視することを避ける必要がある。 

5.2.2 ノイズフィルタリング 

ノイズフィルタリングは，疲労過程に寄与しない疲労負荷信号に重畳する高周波数及び低振幅のピーク

値，例えば，データ記録システム（ひずみゲージ）によって発生する電気的ノイズを無視することである。

ISO 規格又は JIS に従ってノイズフィルタリングを実施する場合は，個々の試験片に関する試験報告書に

その規格を記載しなければならない。 

6 負荷履歴の記載 

6.1 一般 

負荷履歴は，次の三つの方法のいずれかによって記載することが可能である。 

— 時系列配列 

— サイクル計数 

— パワースペクトル又はエネルギー密度スペクトル 

6.2 時系列配列の記載 

変動振幅負荷は，不連続又は部分的に連続なランダム過程に分類することが可能である。これらのラン

ダム過程の知識は，実働下における測定又は時間ステップ計算によって得ることが可能である。 

短期の負荷履歴は連続的な試験力履歴信号によって表すことが可能であるが，長期の負荷履歴は一連の

短期配列によって表す必要がある（図 2 参照）。長期履歴は，短期配列を正しい順序で結合することによっ
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て得ることが可能である。 

 

 

 

 

 

 

図 2－負荷履歴 

6.3 サイクル計数の記載 

負荷履歴は，一連のサイクルによって表すことが可能である。その場合，サイクルの出現順序は無視さ

れる。 

実際の負荷履歴は，疲労寿命の任意の時点におけるサイクルと繰返し数との関係を定義することによっ

て，実際の負荷信号を単純化することを目的としたサイクル計数法によって処理する。この方法によって，

一定振幅負荷条件と同様に，部材の破損までの繰返し数を定義することが可能である。 

様々なサイクル計数法がある。全ての方法は，全負荷範囲（最小値と最大値との間）をレベル又は階級

に分割することに基づいている。多くの場合，32 の負荷レベルで十分である（図 2 参照）。 

注記 1 一般的に工業的な慣例では，64 負荷レベルを採用している。 

注記 2 最も一般的なサイクル計数法には，次のものがある。 

 — レベルクロッシング（経過頻度）計数法 

 — ピーク計数法 

 — レンジ計数法 

 — レンジペア計数法 

 — レインフロー計数法 

計数法及びその使用方法は，JIS Z 2263-2 において示す。 

実際の負荷履歴を関連する計数法によって処理した後，次のいずれかの方法を実行する。 

a) 累積頻度図の決定及び多段ブロックプログラム負荷の構築 

b) 遷移行列の決定及びランダム抽出による負荷履歴の再構築 

多段ブロックプログラム負荷繰返しにおける疲労寿命は，ランダムな実働負荷配列の下での疲労寿命と

大きく異なる場合があるため，多段ブロックプログラムを用いることは減少しており，可能な限り避ける

ことが望ましい。 

7 多段ブロックプログラム負荷 
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多段ブロックプログラム負荷は，累積頻度図によって導かれる。 

負荷の超過割合に関係した負荷の累積確率を，それが出現する回数に対して表示したものが累積頻度図

である。図 3 に示したように，最大応力範囲を 1 とした基準化応力範囲 σn と各基準化応力範囲に対する累

積繰返し数 Nc との関係は滑らかな連続曲線である。 

 

 

図 3－累積負荷図の例 

次いで，累積頻度図を離散的にグループ分けして単純化する。負荷の分割は損傷に等価な方法によって

行うことが望ましい。最初のグループの負荷レベルは，負荷履歴の最大負荷に等しいものとして定義する。

他のグループについては，負荷レベルはそれぞれのグループの平均値に等しいものとして定義する（図 4
参照）。 

このような一定振幅負荷のグループを，“段”とも呼ぶ。 
 

図 4－累積負荷図の多段ブロックモデル 

一般的に，106 サイクルを超えない累積頻度図を適切に記載するには，1 ブロック中 8～10 段で十分であ

る。図 5 に示すような負荷の配列を構築するために，累積頻度図を用いて段を抽出する。 
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図 5－500 000 サイクルに対するガスナーの 8 段ブロックプログラム応力配列 

負荷の分割は，損傷が等価となるように行うことが望ましい。つまり，図 4 に示した曲線 A と階段線 B
との下の面積が等しくなるようにすることが望ましい。全てのグループ内の負荷は，各グループの平均値

に等しいものとして定義する。 

少数の段によって実施した疲労試験において，段の出現順序が疲労寿命に大きな影響を与える場合があ

る。 

例えば，二つの段だけによって構成される疲労試験の場合，振幅の大きい段を最初に負荷した方が，振

幅の小さい段を最初に負荷した場合よりも疲労寿命が短くなる。 

疲労寿命に及ぼす順序の影響を低減させるために，パターンを少なくとも，20 回繰り返すことを強く推

奨する。 

負荷配列を設計するために段を設定する過程は，一般的に多段ブロックプログラミングと呼ばれる。こ

のような多段ブロックプログラム負荷においては，各段が一定振幅の負荷によって構成されているため，

試験機の制御装置によって簡単に生成することが可能である。多段ブロックプログラム負荷を実行するた

めに，高度なリアルタイムコンピュータ制御システムは不要である。 

累積頻度図は，実際の部材又は構造物の真の負荷パターンの典型である。幾つかの例を図 6 に示す。負

荷分布“a”は，最大負荷時の一定範囲負荷を表している。負荷分布“c”は，負荷のガウス正規分布［予

想される負荷超過数の最大値，例えば，106 回において負荷ゼロ（0）］を表す。 

クレーン，跳ね橋などの高負荷構造物で典型的である，高い相対頻度が高い負荷に対応する非ガウス負

荷分布は，式(1)によって表される。 

   n1
c totN N


 ････････････････････････････････････････････････････････････････(1) 

ここで，Ntot は総累積繰返し数である。Ntot = 106 に対して，式(1)で表される関係の例を図 6 に示した。 
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図 6－異なった負荷分布関数の例 

8 遷移行列及び元の行列からの制御信号の生成 

8.1 行列の確立 

変動振幅疲労試験を実施する別の方法は，遷移行列のランダム抽出によって制御信号を再構成する方法

である。 

サイクル計数過程において既に定義した負荷レベル又は階級に基づいて，遷移行列を構築する。一つの

極値から次の極値への遷移の数を行列によって表す。 

例えば，レベル iからレベル jへの遷移数 aijを，行列の行 i及び列 jの交点に記載する。 

図 7 に示したように，階級 iの極大値から階級 jの極小値（i > j）への遷移である場合，遷移 aijは行列の

対角線の下に記載される。レベル i から同一レベル i 内への遷移はめったに起こらないので，対角の値 aij
はゼロ（0）又はゼロ（0）に非常に近いことが望ましい。同一階級内においてこのような遷移が頻繁に発

生する場合，実際の負荷信号はより多くの狭い階級に再分割しなければならない。これによって信号のモ

デル化精度が向上する。 

多くの繰返し数，通常は 108 サイクルに渡って，iから jへの遷移のサイクル計数を行う。階級又はレベ

ルの定義及び発生回数の計数は，その実施前に用いたサイクル計数法に依存するため，遷移行列の内容は

サイクル計数法に依存する。例えば，レインフロー計数法を用いていた場合，レインフロー遷移行列が構

築される。実際，負荷履歴をコンピュータ技術を用いてデジタル解析した場合，サイクル計数及び遷移行

列の構築は同時に行われる。 

遷移行列が遷移数の数だけ全て満たされると，遷移行列の構築が完了する。その後，行列内の遷移をラ

ンダム抽出することで，試験片への負荷に用いる制御信号が再構成される。 
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図 7－遷移行列 

8.2 負荷信号の再構成 

8.2.1 遷移行列による方法 

次の方法によって，行列の遷移をランダム抽出することによって負荷信号を再構成する。実際には，一

部の抽出だけが本当にランダムであり，全ての抽出はランダムではない。なぜならば，再構成した信号の

不連続性は避けなければならず，全ての上方向遷移の後には下方向遷移が続き，その逆も行わなければな

らない（上方向遷移及び下方向遷移は交互に行わなければならない。）。 

iの値をランダム抽出する。例えば，i = αとすると，j は α < j ≦ nでなければならない。この区間[j, β]
内においてランダム抽出を行うと，最初の遷移は aαβ となる。不連続性を避け，最初の上方向の遷移に続く

下方向の遷移を生成するために，次の遷移は aβjでなければならず，jは 1 ≦ j < βでなければならない。 

この区間をランダム抽出すると，j = λ となり，2 回目の遷移は aβλ となり，下方向（β > λ）となる。 

同じ理由によって，3 番目の遷移は λ < j ≦ nの aλjでなければならない。この区間[j, δ]内のランダム抽

出によって，3 番目の遷移 ajδ は上方向(λ < δ)となる。 

ランダム抽出の例を附属書 B に示す。 

特定の場合には，典型的ではないサイクルを避けるために，二つの遷移間の許容可能な最大差（1/2 サイ

クル）に制約をつけることが可能である。 

8.2.2 エネルギー密度スペクトルによる方法 

エネルギー密度スペクトルが与えられた場合，様々な方法によって負荷信号を再構成することが可能で

ある。それぞれについて，重要な点は，生成した時間信号エネルギーがスペクトルエネルギーと等しいこ

とを確認することである。一例として，次の方法を適用することが可能である。 

Sがエネルギー密度スペクトル E(ω)の総面積（総エネルギー）であることに注目し，スペクトル ωの全

範囲をカバーする一連の等しく分布した ωiを選択する。二つの連続する ωiの間隔は Δωである。 

負荷信号 F(t)は，次の式 (2) のように書くことが可能である。 

 
1

( ) (i )s n 
N

i iF t A i t     ･･････････････････････････････････････････････････････(2) 

ここで 
Ai： [ΔωE(ωi)]1/2 に等しい成分振幅 
Ψi：一様分布からランダム抽出によって得ることが可能であるランダム位相 
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α：次の式 (3) のように定義する全エネルギー調整係数 

 2 2

1

1
2

N

iA S  ･････････････････････････････････････････････････････････････････(3) 

8.3 制御信号の単純化 

8.3.1 一般 

再構成した制御信号は，部材が受ける平均的な真の負荷を単純なモデル化したものであるが，通常は複

雑な信号であることに変わりはない。 

多くの場合，カットオフ負荷レベルを定義すれば，最低振幅のサイクルは無視してもよい。無視するこ

とによって，振幅がカットオフ負荷レベルより小さいサイクルは除去可能である。この操作は，実際の負

荷信号又は再構成した信号のいずれか又は両方をフィルタリングすることによって構成される。 

材料によっては，振幅がカットオフ負荷レベルより小さい変動振幅サイクルが損傷を生じさせる可能性

のあることが観察されている。したがって，いつ，どのように低振幅サイクルを負荷信号から除去したか

を，試験結果に明確に記載しなければならない。 

いわゆる無損傷の小さいサイクルは，最も多いサイクル（低振幅振動）であるため，この種のフィルタ

リングは，より単純な制御信号であるために，より容易な疲労試験法につながる。 

しかし，間違った方法によってフィルタリングを行うと危険な場合がある。カットオフレベルが高いほ

ど，結果として得ることが可能である制御信号は単純になるが，実際に有害なサイクルを無視する危険性

が高くなり，調査対象の部材の疲労寿命を過大評価することになる。 

8.3.2 小振幅サイクルの無視 

振幅が一定の閾値以下の小振幅サイクルは，無損傷サイクルとみなされるため，疲労過程に寄与せず，

無視することが可能である。 

小振幅サイクルを除去する便利な方法として，平均応力修正フィルタを選択してもよい。 

9 変動振幅条件下における疲労試験の実施 

多段ブロックプログラム負荷の繰返し（箇条 7 参照），又は遷移行列（箇条 8 参照）の擬似ランダム抽出

から取り出した遷移の繰返し，又は負荷履歴の繰返しのいずれかである制御信号に従って疲労試験を行う。 

試験力制御変動振幅試験は，この規格及びサイクル計数法の規格（JIS Z 2263-2）に従って，さらに，必

要な場合は JIS Z 2289 に従って実施することが望ましい。 

負荷伝達装置のアライメント，ロードセルの特性，制御及び監視システム，閉ループ制御精度，並びに

全体の試験装置構成は，受渡当事者間の合意がない限り JIS B 7744 に報告されている要件に準拠しなけれ

ばならない。 

試験装置構成が，与えられた繰返し速度又は繰返し速度範囲をもつ与えられた変動振幅信号に適してい

ることを確実にしなければならない。確実ではない場合，試験片，つかみ具，ロードセル及び／又は試験

に用いるあらゆる構成部材は，その信号の繰返し速度，振幅その他全ての特性に対応するように修正しな

ければならない。 
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JIS Z 2289 から逸脱する全ての試験条件は，試験報告書に記載しなければならない。 

試験力制御以外の負荷モードを想定する場合は，関連する ISO 規格又は JIS を参照しなければならな

い。 

試験機制御及びデータ収集にコンピュータを用いる場合，それによって，試験装置全体が JIS Z 2289 の

適切な要求事項又は別の負荷モードを想定する場合に関連する試験規格に準拠することを妨げてはならな

い。 

深さ a = x mm，表面長さ l = y mm の限界き裂，試験片が分離破断すること，剛性が z %低下などの破損

基準を定義しなければならない。 

10 個々の試験片に関する試験報告書 

10.1 一般 

関連する ISO 規格又は JIS が要求するデータに加えて，変動振幅疲労試験の試験報告書には次の項目を

含めなければならない。 

a) 実際の負荷の説明（10.2 に規定しているとおり） 

b) 試験条件（10.3 に規定しているとおり） 

c) 破損データ 

d) 信号特性に対応するための試験装置の変更（10.4 参照） 

e) ノイズフィルタリングを実施している場合，その実施に用いた基準（5.2.2 参照） 

10.2 実際の負荷の記載 

実際の負荷の記載は，次のものを含まなければならない。 

a) 実際の負荷履歴の完全な記載 

b) 標準化された負荷履歴を選択した場合，その標準負荷履歴の正確な名称及び参考文献（附属書 A 参照） 

c) 実際の部材のインライン実働負荷の場合，用いた測定法及び関連条件の詳細な記載。全ての例外的事象

（例えば，過大負荷又は過小負荷）を報告しなければならない。 

10.3 試験条件 

10.3.1 一般 

どのような材料又は部材の特性も，変動振幅疲労試験計画によってモデル化してもよい。材料又は部材

の挙動を評価する際には，統計的側面を考慮することが望ましい。 

10.3.2～10.3.4 に記載している試験条件は，試験報告書に記載しなければならない。 

10.3.2 試験片採取 

採取法には次の項目を含まなければならない。 

a) 材料の採取法 

b) 関連する JIS に従った試験片形状及び関連した装置 
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10.3.3 信号の生成 

信号の生成方法に関した方法は，次の関連項目に従って記載しなければならない。 

a) フィルタリングした実際の負荷信号に対して信号解析を実施する場合，フィルタリング条件及びパラメ

ータを報告しなければならない。 

b) 最大及び最小負荷，並びに階級又はレベルの数及び高さ 

c) b)で定義したデータに関連する平均負荷 

d) 用いたサイクル計数法及びその選択理由 

e) 経過方法：多段ブロックプログラム負荷又は遷移行列，及びそれを選択した理由の説明 

f) 累積負荷図（ガウス図）の説明 

g) 段の数，範囲，レベル及びそれらを設定するために用いた方法（多段ブロックプログラム負荷を用いる

場合） 

h) 多段ブロックプログラム負荷繰返しの構築（多段ブロックプログラム負荷を用いる場合） 

i) 遷移行列（遷移行列を用いる場合） 

j) ランダム抽出処理（遷移行列を用いる場合） 

k) 遷移行列のランダム抽出によって再構成した制御信号（遷移行列を用いる場合） 

l) ランダム抽出処理（エネルギー密度スペクトルを用いる場合） 

m) 無損傷サイクルを除去するためのフィルタリング基準（除去レベル） 

10.3.4 試験機操作 

試験機の操作法には，次の項目を含まなければならない。 

a) 試験力制御モード以外の負荷モードを用いた場合は，JIS Z 2289 又は関連する ISO 規格若しくは JIS に

従ったアライメント及び校正チェックデータ 

b) 試験力制御モードの場合は，JIS Z 2289，又は試験力制御モード以外の負荷モードを用いた場合は，関

連する ISO 規格若しくは JIS による疲労試験条件 

c) 試験機の負荷制御に用いたソフトウェアに関する全ての関連情報 

d) 閉ループ制御の品質の測定 

— 配列の最大負荷における制御信号と測定信号との間の誤差 

— 累積負荷図並びに制御信号及び測定信号の遷移行列の比較 

— R = －1 の一定振幅条件における材料の S-N曲線を用いて，制御信号及び測定出力信号の損傷和 Dを

計算し，それらの差を比較 

e) JIS Z 2289 からの逸脱 

10.4 各試験片及び一連の試験片の試験データの予備解析 

附属書 C 参照。 

信号特性（繰返し速度を含む。）に対応するための試験装置（試験片を含む。）の全ての変更は，試験報

告書に記載しなければならない。  
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附属書 A 
（参考） 

標準負荷履歴 

表 A.1 は，幾つかの産業部門において用いられている標準的な負荷履歴である。 

注記  最も適用されている負荷履歴は，ガウス分布関数をもつものである。 

表 A.1－代表的な標準負荷履歴の例 

配列名（負荷履歴） 用途 
TWIST  輸送機の翼根部（翼下部表皮） 
FALSTAFF 戦闘機の翼根部（翼下部表皮） 
Cold /Hot TURBISTAN 戦闘機エンジンのコールド及びホットセ

クションディスク 
HELIX, FELIX ヘリコプターのヒンジ式及び固定式ロータ

ー 
CARLOS 車のサスペンション部材 
UIC（国際鉄道連合）が定義する配列 鉄道部材，例えば，台車 
WASH 北海の海洋掘削装置 
IACS 長期流通（国際船級協会連合） 船舶：北大西洋及び世界の航行事例 
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附属書 B 
（参考） 

遷移行列のランダム抽出による負荷信号再構成の例 

次の方法は，再構成した信号の不連続性を避けるために用いられる。 

注記 表 B.1 及び図 B.1 においては，分かりやすくするために任意の数字を選んでいる。 

表 B.1 遷移行列の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最初の遷移は現実的な理由によって増加遷移（i < j）とすることが望ましく，増加遷移及び減少遷移を交

互に行わなければならない。 

ランダム抽出の方法は，次のとおりである（図 B.1 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B.1－遷移行列によるランダム抽出手順 

a) 例として i = 3 のランダム抽出を行う。 

b) j > 9 の擬似ランダム抽出によって a39 を得る。 

c) 負荷信号の不連続性を回避し，減少遷移を生成するために，次の遷移はレベル 9 から別のレベル j 
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への遷移 a9j でなければならない。つまり，ここで，jは j < 9 の擬似ランダム抽出を行わなければならず，

例えば，j＝6 の場合，a96 となる。 

d) さらに，不連続を避け，増加遷移を生成するために，iは i = 6 でなければならず，j > 6 (7～n)の擬似ラ

ンダム抽出とし，例えば，j = 8 の場合，a68 となる。ただし，増加遷移の後には必ず減少遷移が続き，

その逆も同様である。 

iから jへの遷移を m回サイクル計数した場合，aij = mとなる。このような行列を用いて疲労試験機の制

御信号を生成（再構成）する場合，最初の遷移 iから jが制御信号に追加されると直ちに，aij = m-1 とし，

順次同様にする。 

行列の全ての aij がゼロ（0）に等しくなったとき，再構成した制御信号が完成する。すなわち，再構成

した信号には，レベル iからレベル jへの aij=m個の遷移が含まれることになる。 

“ランダム”抽出の一部だけが真にランダムに実行される。 
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附属書 C 
（参考） 

単一試験片の試験データの予備解析 

C.1 一般 

変動振幅疲労の場合，試験片破損時の繰返し数に関連する試験力範囲又は応力範囲は，直接定義されな

い。変動振幅試験結果を提供するために，線形累積損傷，等価試験力範囲又は等価応力範囲のような様々

な可能性がある。いずれの場合も，一定振幅下によって得られた試験材料又は部材の S-N曲線が分かって

いなければならない。 

線形累積損傷解析（C.2 参照）及び等価応力範囲解析（C.3 参照）は，いずれも，線形累積損傷則に基づ

いている。さらに，等価応力範囲解析は，S-N 曲線が直線によってモデル化可能であることに基づいてお

り，その傾きは両対数プロットにおいて mとなる。 

線形累積損傷解析及び等価応力範囲解析共に，十分に注意することが望ましい。 

C.2 線形累積損傷則 

線形累積損傷は，累積頻度図（応力範囲 Δσ とその繰返し数 Nとの関係）及び S-N曲線（一定振幅にお

ける応力範囲 Δσ と破損繰返し数 Nとの関係）によって計算する。線形累積損傷は，次の式 (C.1) によっ

て与えられる。 

  tot

0

 dmND f
C



    ･･･････････････････････････････････････････････････････(C.1) 

ここで，  
Ntot：  累積頻度図の総累積繰返し数 
C：  (Δσ)m N = Cによって表される S-N曲線の定数 
f(Δσ) ： Δσ の確率密度関数であり，累積頻度図の関数 

累積頻度図が階段線（繰返し数 niと応力範囲 Δσiとの関係）によって与えられる場合，線形累積損傷は

次の式 (C.2) によって与えられる（図 4 及び図 C.1 参照）。 

 i

ii

n
D

N
 ･････････････････････････････････････････････････････････････････････(C.2) 
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図 C.1－線形累積損傷の原理 

C.3 等価応力範囲 

累積負荷図の多段ブロックモデル（図 4）によって，等価応力は等価応力振幅又は等価応力範囲として

定義する。 

等価応力範囲は，次の式 (C.3) によって導かれる。 
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等価応力範囲は，次の式 (C.4) によって導かれる。 
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ここで両式において 

mは，(Δσ)m N = Cによって表される S-N曲線のべき指数 

Nref は，S-N曲線の破損時の応力範囲レベルを決定するための基準繰返し数 

多くの場合，Nref は累積負荷図の多段ブロックモデルの総累積繰返し数 Ntot と等しいとされる。 

C.4 一連の試験片の試験報告書 

一連の試験片は，与えられた基準負荷履歴に比例する負荷履歴を各試験片に適用することによって試験

してもよい。この一連の試験結果は，Gassner 図によって報告してもよい。 

図 C.2 に示すように，Gassner 曲線は，所定の累積頻度図における最大応力範囲と，この頻度図のパター

ンを破損まで繰り返すことによって得ることができる繰返し数との関係を表している。 
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図 C.2－Gassner 曲線の定義 

C.5 疲労挙動データ 

一連の数値の対（破損時の繰返し数，及び等価負荷範囲又は等価応力範囲）は，a)及び／又は b)として提

供しなければならない。 

a) 等価応力範囲及び関連するパラメータ（m及び Nref） 

b) Gassner 曲線点及び各点に関連する累積頻度図の繰返し数 
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[5]  JIS Z 2263-2 金属材料の変動振幅疲労試験方法－第 2 部：サイクル計数法及びデータ表示法 

注記 対応国際規格では，ISO 12110-2，Metallic materials—Fatigue testing—Variable amplitude fatigue 
testing —Part 2: Cycle counting and related data reduction methods を記載している。 
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附属書 JA 
（参考） 

JIS と対応国際規格との対比表 
 

JISZ 2263-1 ISO 12110-1: 2013，（MOD） 
 
a) JIS の箇

条番号 
b) 対応国際

規格の対

応する箇

条番号 

c) 箇条ご

との評

価 

d) JIS と対応国際規格との技術的差異の

内容及び理由 
e) JIS と対応国際規格

との技術的差異に対

する今後の対策 

7 7 追加 図 3 の説明を追加した。 ISO 規格へ修正を提案す

る。 
7 7 変更 図 3 及び図 4 の縦軸及び横軸のキャプショ

ンを変更した。 
ISO 規格へ修正を提案す

る。 
7 7 変更 対応国際規格では図 6 の“d”がガウス分布

を表しているとなっているが，図 3 と整合

性かないため，“c”に変更した。 

ISO 規格へ修正を提案す

る。 

10.3.4 10.3.4 変更 C.1 では両対数となっているため，矛盾しな

いように S-N 曲線に変更した。 
ISO 規格へ修正を提案す

る。 
C.2 C.2 変更 ∆sを∆σに変更した。 ISO 規格へ修正を提案す

る。 
C.3 C.3 変更 ∆S及び∆sを∆σに変更した。 ISO 規格へ修正を提案す

る。 
図 C.1 Figure C.1 変更 ∆sを∆σに変更した。 ISO 規格へ修正を提案す

る。 
図 C.2 Figure C.2 変更 ∆sを∆σに，及び Nt を Nc に変更した。 ISO 規格へ修正を提案す

る。 
注記 1 箇条ごとの評価欄の用語の意味を，次に示す。 

－ 追加：対応国際規格にない規定項目又は規定内容を追加している。 
－ 変更：対応国際規格の規定内容又は構成を変更している。 

注記 2 JIS と対応国際規格との対応の程度の全体評価の記号の意味を，次に示す。 
－ MOD：対応国際規格を修正している。 

 

 




